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衆議院財務金融委員会ニュース 

H28.2.26 第 190回国会第８号 

 

2月 26日（金）、第８回の委員会が開かれました。 

 

１ 東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法及び財政運営に必要な

財源の確保を図るための公債の発行の特例に関する法律の一部を改正する法律案（内閣提出第７号） 

  所得税法等の一部を改正する法律案（内閣提出第 16号） 

・麻生財務大臣兼金融担当大臣、坂井財務副大臣、大岡財務大臣政務官及び政府参考人並びに参考人に対し質疑を行い

ました。 

 （参考人）日本銀行総裁    黒 田 東 彦君 

・参考人から意見を聴取することに協議決定しました。 

 

（質疑者及び主な質疑内容） 

鷲 尾 英一郎君（民維ク） 

・マイナス金利政策の導入は、これまでの政策の延長線上と

いう意味では、サプライズが効いたかもしれないが、マイ

ナス金利政策は新しい金融政策であって、市場と十分に対

話を行った上で行うべきであり、サプライズを効かせ過ぎ

たのではないか。 

・医療費控除の特例として、スイッチＯＴＣ薬のみを対象と

した所得控除が導入されるが、医療費控除対象項目すべて、

あるいは健康産業全般についても控除対象とすべきではな

いかと考えるが、スイッチＯＴＣ薬のみを控除対象とした

のはなぜか。 

・消費税の軽減税率制度導入の目的の一つとして痛税感の緩

和が言われているが、そうであれば医薬品も軽減税率の対

象とするべきではないか。 

 

前 原 誠 司君（民維ク） 

・法人税率引下げの恩恵が大企業に偏っていると思うがいか

がか。企業の内部留保や利益等を考慮して精緻に政策減税

を整備する必要があると思うがいかがか。 

・中国経済についてＧ20で何が議論されるべきだと思うか。

また、通貨安競争回避に対し協調する意向はあるのか。 

・マイナス金利政策導入に当たり、金融機関向けに準備期間

を設ける必要があったと思うが日銀総裁の見解を伺いたい。

また、不動産バブルへの危機感はあるのか。 

 

木 内 孝 胤君（民維ク） 

・昨25日の当委員会において、麻生大臣が、農家の所得は把

握しにくいことを指す「トーゴーサン」という言葉を例に

出し、農家はいまだかつて税金を一回も払ったことがない

人も居るだろうといった発言をしたことは財務大臣として

不見識である。撤回すべきではないか。 

・低所得者対策として、政府案の軽減税率と民主・維新案の

給付付き税額控除とでは、格差是正効果、所要財源、対象

品目の線引き、事業者負担のすべての点において給付付き

税額控除の方が優れた制度だと考えるが、大臣の見解を伺

いたい。 

・官民ファンドである産業革新機構がシャープの経営再建に

名乗りを上げていたことに関連し、国が民間企業を支援す

ることの是非について大臣の見解を伺いたい。 

 

落 合 貴 之君（民維ク） 

・特例公債法案と復興財源確保法改正案を１本の法律に束ね

ることとした理由について伺いたい。また、復興債の発行

期間は中長期的に考える必要があろうが、特例公債は、財

政再建の観点から慎重に発行すべきであることから、法案

も１本ずつに分け、特例公債法案については１年ごとに発

行の必要性も含め審議すべきと考えるがいかがか。 

・政府保有株式の売却収入が復興財源となるに当たって、東

京メトロ株の売却が全く進んでいない理由を伺いたい。ま

た、政府として売却を急がせる必要性があるのではないか。 

・法人税率の引下げに当たり、実質負担率はどのようになっ

ているか。実効税率の引下げばかりが先行し、企業の資本

金階級別の実質負担率の格差是正に関する検討が足りない

のではないか。 

 

宮 本 岳 志君（共産） 

・平成 27 年６月公表の「マイナンバー制度の活用等による

年金保険料・税に係る利便性向上等に関するアクションプ

ログラム（報告書）」の中で利便性の向上に係る施策とし

て国税のクレジットカード納付制度の方向性が示されたが、

この制度には納税者が借金してでも納税すべきだとの観点

も含まれているのか。 



本ニュースは、速報性を重視した概要版として事務局において作成しているものです。 

詳細な内容については会議録を御参照ください。 
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・日銀は次回の政策決定会合でマイナス金利政策の効果が薄

いと判断すれば、更にマイナス金利を引き下げる措置をと

ることもあり得るのか日銀総裁の見解を伺いたい。 

・アベノミクスの本質は円安誘導策であり、このことが見透

かされ、内外の市場に「通貨戦争」が意識されてしまった

との指摘がある。日銀総裁は「通貨戦争」がすでに起こり

つつあると認識しているか伺いたい。 

 

丸 山 穂 高君（おおさか） 

・新聞への軽減税率適用の判断基準として、週２回以上発行

することが要件とされているが、２回以上とした考え方に

ついて伺いたい。 

・新聞は生きていくうえで日々幅広い層に読まれているとの

政府の説明だが、公的機関の調査によれば 10歳代、20歳

代は９割が新聞を読んでいない。新聞をとっている世帯も

40％程度だ。新聞は幅広い層に読まれているといえるのか

伺いたい。 

・ＮＨＫ受信料を軽減税率の適用対象としない理由について

伺いたい。 

 

上 田   勇君（公明） 

・平成27年度税制改正における受取配当金等の益金不算入制

度の見直しによって、協同組合に対する税負担が増してい

ることに対する政府の見解を伺いたい。 

・軽減税率の新聞への適用について、諸外国の実態を伺いた

い。また、新聞に軽減税率を適用する意義について、政府

の見解を伺いたい。 

・臨時福祉給付金制度について、その目的及び金額の算定根

拠を伺いたい。また、実施主体が市町村である理由につい

ても伺いたい。 

 

助 田 重 義君（自民） 

・日銀による量的・質的金融緩和やマイナス金利政策の導入

を踏まえて、市場変化に備えた国債管理政策の課題につい

て政府に伺いたい。 

・地方創生は地方が主体的に取り組むことが必要と考えるが、

今回新たに創設される地方創生推進交付金についての政府

の思いを伺いたい。 

・ＢＥＰＳ（税源浸食と利益移転）プロジェクト最終報告書

の概要と今後のスケジュールを確認したい。また、所得税

法等改正案において、ＢＥＰＳプロジェクトについてどの

ように対応するのかについても伺いたい。 

 

中 山 展 宏君（自民） 

・我が国は資産デフレが深刻であり、とりわけ土地のデフレ

は株式と比較してもさらに厳しい状況である。住宅の需要

を喚起するような取組の必要性を感じているが、土地資産

のデフレに対する今後の対策について政府に伺いたい。 

・国債マーケットについて、流動性の低下が懸念されている

が、流動性の維持のためにどのように取り組んでいるのか

政府に伺いたい。 

・金融緩和を目的とした日銀による国債買入れが事実上の財

政ファイナンスであると疑う声があることから、金融緩和

が財政法第５条における日銀の国債引受けに当たらない理

由と、財政規律の確保に向けた政府の姿勢を伺いたい。 

 


